
【表紙】 

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成19年12月26日 

【中間会計期間】 第18期中（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

【会社名】 そーせいグループ株式会社 

【英訳名】 Sosei Group Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表執行役社長ＣＥＯ  田村 眞一 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区一番町８番地 

【電話番号】 ０３（５２１０）３２９０（代） 

【事務連絡者氏名】 代表執行役副社長 前川 裕貴 

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区一番町８番地 

【電話番号】 ０３（５２１０）３２９０（代） 

【事務連絡者氏名】 代表執行役副社長 前川 裕貴 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、中間（当期）純損失を計上しているため記載しておりま

せん。 

３．従業員数は就業人員を記載しております。なお、臨時雇用者数は従業員数の100分の10未満であるため記載

を省略しております。 

回次 第16期中間 第17期中間 第18期中間 第16期 第17期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 52,988 574,727 70,341 415,501 739,777 

経常損失（千円） 1,275,554 2,917,514 3,307,506 4,404,808 6,550,538 

中間（当期）純損失（千円） 1,259,384 2,741,202 3,168,477 4,175,711 6,239,512 

純資産額（千円） 27,198,418 22,047,817 19,081,013 24,475,989 22,096,138 

総資産額（千円） 27,891,962 22,934,570 20,252,611 25,307,235 23,193,765 

１株当たり純資産額（円） 277,506.57 223,371.77 161,125.2 248,992.76 187,821.97 

１株当たり中間（当期）純損失

（円） 
18,425.76 27,830.11 26,947.21 50,201.43 61,914.32 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 97.5 96.0 93.7 96.7 95.1 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（千円） 
△928,762 △1,921,592 △2,325,903 △3,190,478 △4,181,499 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（千円） 
2,658,649 △5,432 △39,505 2,624,404 △118,818 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（千円） 
28,951 16,660 33,550 47,632 3,359,171 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
11,534,374 7,840,867 6,675,553 9,458,100 8,955,202 

従業員数（名） 81 70 58 79 55 



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．１株当たり純資産額、１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益に

ついては、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３．従業員数は就業人員を記載しております。なお、臨時雇用者数は従業員数の100分の10未満である期間は記

載を省略しております。 

２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

回次 第16期中間 第17期中間 第18期中間 第16期 第17期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 8,174 46,345 － 38,090 53,737 

営業収益(千円）  － － 7,983 － － 

経常損失（千円） 964,766 993,773 392,501 2,028,538 1,439,025 

中間（当期）純損失（千円） 965,613 974,035 412,178 2,027,695 1,392,791 

資本金（千円） 15,210,474 15,242,874 16,957,555 15,226,074 16,933,555 

発行済株式総数（株） 98,010 98,625 117,728 98,300 117,358 

純資産額（千円） 27,374,501 25,391,560 28,039,547 26,331,019 28,355,638 

総資産額（千円） 27,582,561 25,786,513 28,101,307 26,604,151 28,518,064 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 99.2 98.4 99.4 98.9 99.2 

従業員数（名） 

（外、平均臨時雇用者数） 
44 37 

9 

 （1）
44 10 



４【従業員の状況】 

  

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメント情報を記載していないため、所在地別の従業員数を示すと、次のとおりであります。 

 （注）従業員数は就業人員を記載しております。なお、臨時雇用者数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省

略しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員を記載しております。なお、臨時雇用者数は当中間会計期間の平均人員を外数で記載し

おります。 

    ２．従業員数は前中間会計期間末に比べ、28人減少しておりますが、これは主に平成18年10月に実施した会社分

割に伴う減少であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

平成19年９月30日現在

 所在地 従業員数（名） 

日本 19 

英国 39 

合計 58 

  平成19年９月30日現在

従業員数（名）  9（1） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当業界におきましては、大型新薬不足、研究開発費の高騰等を背景に、世界的に競争が激化し、業界再編が活発化

しております。日本国内に目を向ければ、これらの要因に加えて、医療費抑制による国内市場縮小、更に三角合併解

禁などの要因も加わり、足元では製薬業界内での合従連衡が相次いでおります。  

当社グループは、日本及び英国の子会社２社（日本：株式会社そーせい、英国：Sosei R&D Ltd.）を中核として医

薬品の研究開発事業を展開いたしました。また、医薬品開発だけでなく、次世代を担う新薬を探索する研究活動（プ

ロダクト・ディスカバリー）にも重点的に投資を行いました。 

当中間連結会計期間の主要な開発品の進捗は次のとおりです。 

■ＮＶＡ２３７（適応：慢性閉塞性肺疾患） 

導出先のノバルティス(本社スイス）が、平成19年７月に新規デバイスによる用量反応試験、同年８月に米国に

おいて第Ⅱ相臨床試験を開始いたしました。       

■ＱＶＡ１４９（適応：慢性閉塞性肺疾患） 

 当中間連結会計期間末において臨床試験の準備段階にあります。 

 ＮＶＡ２３７は、平成17年４月にノバルティスに導出した開発品（単剤）であり、ＱＶＡ１４９はノバルティ

スが開発中の慢性閉塞性肺疾患の開発品とＮＶＡ２３７との配合剤です。導出以降は両開発品共にノバルティス

によって開発が進められており、当社グループにはＮＶＡ２３７、ＱＶＡ１４９に関する開発費負担は生じませ

ん。 

■ＡＤ ９２３（適応：癌性突出痛） 

欧州において第Ⅲ相臨床試験の準備を進めました。また、米国においては、平成19年５月に第Ⅰ相臨床試験を終

了いたしました。     

■ＳＯＨ－０７５（適応：緊急避妊） 

平成19年８月に第Ｉ相臨床試験を終了いたしました。 

■ＡＤ ３３７（適応：線維筋痛症候群） 

 平成19年９月に前期第Ⅱ相臨床試験を終了いたしました。 

 営業収益といたしましては、当中間連結会計期間は、Norlevo®（緊急避妊薬）のサンド社（オーストラリア）への

販売収入等の売上を計上しております。 

営業費用といたしましては、研究開発費のほか、Sosei R&D Ltd.買収に伴い生じたのれんの償却額等が発生してお

ります。 

以上の結果、当中間連結会計期間の経営成績は、売上高70百万円（前年同期比87.8%減）、営業損失3,333百万円

（前年同期営業損失2,963百万円）、経常損失3,307百万円（前年同期経常損失2,917百万円）、中間純損失は3,168百

円（前年同期中間純損失2,741百万円）となりました。販売費及び一般管理費の総額は3,338百万円であり、そのうち

研究開発費は1,844百万円、のれん償却額は803百万円となりました。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは2,325百万円の減少となりました。研究開発活動の進捗に伴う研究開発費や

一般管理費の発生による税金等調整前中間純損失3,326百万円が主要な減少項目であります。投資活動によるキャッ

シュ・フローは39百万円の減少となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは33百万円の増加となり、当中間

連結会計期間末の現金及び現金同等物は6,675百万円となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループは研究開発を主体としており、生産実績を定義することが困難であるため、生産実績の記載はして

おりません。 

(2）受注状況 

 当社グループは受注生産を行っておりませんので、受注実績の記載はしておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の事業別ごとの販売実績は、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は次のとおりであります。 

３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等について、重要な変更はありません。 

事業別の名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

医薬（千円） 68,815 12.0 

その他（千円） 1,526 97.1 

合計（千円） 70,341 12.2 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

Novartis Pharma AG 314,851 54.8 20,574 29.3 

Sandoz PTY － － 48,240 68.6 

Mundipharma International Corporation Limited 213,530 37.2 － － 



５【研究開発活動】 

当社グループは製品開発型のバイオ医薬品企業として、経営資源を医薬品の研究開発活動に集中しております。当

中間連結会計期間の研究開発費は、開発が後期段階へ進むにつれて増加し、1,844百万円（前期比23.8％増）となり

ました。 

当中間連結会計期間の研究開発費は、当社グループが保有する開発品の開発費と、次世代を担う新薬の探索活動

（プロダクト・ディスカバリー）に関わる研究費で構成されますが、研究開発活動の具体的な内容は、「第一部 企

業情報、第２ 事業の概要、１ 業績等の概要」に記載のとおりであります。 

 当中間連結会計期間から提出日現在までの開発の進捗といたしましては、平成19年５月にＡＤ ９２３の薬物動態

を評価する第I相臨床試験を米国において終了いたしました。同年７月にＮＶＡ２３７の新規デバイスによる用量反

応試験、同年８月に米国において安全性を評価する第Ⅱ相臨床試験を開始いたしました。また、同年８月にＳＯＨ-

０７５の安全性及び薬物動態を評価する第Ⅱ相臨床試験を終了、同年９月にＡＤ ３３７の安全性及び忍容性を評価

する第Ⅱ相臨床試験を終了いたしました。更に、同年11月にＱＶＡ１４９の第Ⅱ相臨床試験を開始いたしました。 

 今後につきましても、財務状況を勘案しながら研究開発投資を継続し、企業価値の一層の向上に努めてまいりま

す。 

  なお、当社グループはコア・パイプライン（主要開発品群）に６品目の開発品を有しておりますが、そのうちノバ

ルティスに導出済のＮＶＡ２３７、ＱＶＡ１４９は、現在ノバルティスにより開発が行われているため、当社グルー

プには当該開発品に関わる開発費負担は生じておりません。 

 （コア・パイプラインの概要及び開発進捗状況） 

 (プロダクト・ディスカバリーの概要及び開発進捗状況） 

開発コード 適応症 権利範囲 提出日現在の開発状況

ＮＶＡ２３７ 慢性閉塞性肺疾患(ＣＯＰＤ）  全世界 第Ⅱ相臨床試験中 

ＱＶＡ１４９ 慢性閉塞性肺疾患(ＣＯＰＤ）  全世界 第Ⅱ相臨床試験中 

ＡＤ ９２３ 癌性突出痛  全世界 
第Ⅲ相臨床試験準備中（欧州）

第Ⅰ相臨床試験終了（米国）

ＳＯＨ－０７５ 緊急避妊 日本+ 第Ⅰ相臨床試験終了 

ＳＯＵ－００３ 夜間頻尿 米国/欧州+ 第Ⅱ相臨床試験準備中 

ＡＤ ３３７ 線維筋痛症候群  全世界 前期第Ⅱ相臨床試験終了 

開発コード 適応症 権利範囲 提出日現在の開発状況

ＳＤ１１８ 神経因性疼痛  全世界(アジアを除く） 第Ⅰ相臨床試験中 

ＳＤ７２６ 慢性腰痛症  全世界 前臨床試験中 

ＳＤ２０８ 中等～重症乾癬  全世界 前臨床試験中  



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 (注)「提出日現在発行数」には、平成19年12月1日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され  

たものは含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 186,720 

計 186,720 

種類 
中間会計期間末現在
発行数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数 (株) 
（平成19年12月26日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 117,728 117,728 
東京証券取引所（マザ

ーズ） 

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式 

計 117,728 117,728 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19及び新事業創出促進法第11条の５の規定に基づく新株引受権 

（平成13年３月29日臨時株主総会決議） 

 （注）１．当社は、平成13年７月18日付で株式１株につき２株、平成16年１月９日付で株式１株につき５株の株式分割

を行っております。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。 

２．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整し、調整に

より生ずる１株未満の端数は切り上げるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率 

３．当社が発行価額を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式に

より調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り上げるものとします。 

４．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額は次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

５．当社が発行価額を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額は次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り上げるも

のとします。 

６．上記のほか、細目については臨時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する

「新株引受権付与契約」に定めております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 743 743 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年３月29日 

至 平成23年３月20日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

50,000 

50,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 

被付与者がその地位を失った

場合は原則として権利行使不

能 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡及び質入れ等の禁

止 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － －  

調整後株式数＝ 
調整前株式数×調整前発行価額 

調整後発行価額 

調整後発行価額＝調整前発行価額× 
１ 

分割又は併合の比率 

  
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額＝調整前発行価額× 
１株当たり時価 

既発行株式数＋新発行株式数 



（平成14年３月28日臨時株主総会決議） 

 （注）１．当社は、平成16年１月９日付で株式１株につき５株の株式分割を行っております。これにより、新株予約権

の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額が調整されております。 

２．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整し、調整に

より生ずる１株未満の端数は切り上げるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率 

３．当社が発行価額を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式に

より調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り上げるものとします。 

４．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額は次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

５．当社が発行価額を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額は次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り上げるも

のとします。 

６．上記のほか、細目については臨時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する

「新株引受権付与契約」に定めております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,260 1,260 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 160,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年３月28日 

至 平成24年３月27日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

160,000 

160,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 

被付与者がその地位を失った

場合は原則として権利行使不

能 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡及び質入れ等の禁

止 
同左 

代用払込みに関する事項 －  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  －  

調整後株式数＝ 
調整前株式数×調整前発行価額 

調整後発行価額 

調整後発行価額＝調整前発行価額× 
１ 

分割又は併合の比率 

  
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額＝調整前発行価額× 
１株当たり時価 

既発行株式数＋新発行株式数 



② 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

(第１回新株予予約権）（平成15年10月７日臨時株主総会決議） 

 （注）１．当社は、平成16年１月９日付で株式１株につき５株の株式分割を行っております。これにより、新株予約権

の数、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。 

２．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整し、調整に

より生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率 

３．当社が発行価額を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式に

より調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

４．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の行使により株式を発行又は移転する場合の行使価格は

次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

５．当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の行使により株式を発行する場合の行使

価格は次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り上げるものとします。 

６．上記のほか、細目については臨時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 29 29 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 145 145 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年10月７日 

至 平成25年10月６日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

100,000 

50,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 

被付与者がその地位を失った

場合は在籍期間に応じた個数

で権利行使可能 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡及び質入れ等の禁

止 
同左 

代用払込みに関する事項 －  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  －  

調整後付与株式数＝
調整前付与株式数×調整前行使価額

調整後行使価額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割又は併合の比率 

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(第２回新株予約権）（平成15年12月16日臨時株主総会決議） 

 （注）１．当社は、平成16年１月９日付で株式１株につき５株の株式分割を行っております。これにより、新株予約権

の数、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。 

２．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整し、調整に

より生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率 

３．当社が発行価額を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式に

より調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

４．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の行使により株式を発行又は移転する場合の行使価格は

次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

５．当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の行使により株式を発行する場合の行使

価格は次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り上げるものとします。 

６．上記のほか、細目については臨時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 47 47 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 235 235 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年12月17日 

至 平成25年12月16日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

100,001 

50,001 
同左 

新株予約権の行使の条件 

被付与者がその地位を失った

場合は在籍期間に応じた個数

で権利行使可能 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡及び質入れ等の禁

止 
同左 

代用払込みに関する事項 －  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  －  

調整後付与株式数＝
調整前付与株式数×調整前行使価額

調整後行使価額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割又は併合の比率 

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(第３回新株予約権）（平成15年12月16日臨時株主総会決議） 

 （注）１．当社は、平成16年１月９日付で株式１株につき５株の株式分割を行っております。これにより、新株予約権

の数、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。 

２．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整し、調整に

より生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率 

３．当社が発行価額を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式に

より調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

４．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の行使により株式を発行又は移転する場合の行使価格は

次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

５．当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の行使により株式を発行する場合の行使

価格は次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り上げるものとします。 

６．上記のほか、細目については臨時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 14 14 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 70 70 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年12月17日 

至 平成25年12月16日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

100,001 

50,001 
同左 

新株予約権の行使の条件 

被付与者がその地位を失った

場合は在籍期間に応じた個数

で権利行使可能 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡及び質入れ等の禁

止 
同左 

代用払込みに関する事項 －  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －   －   

調整後付与株式数＝
調整前付与株式数×調整前行使価額

調整後行使価額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割又は併合の比率 

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



（第４回新株予約権）（平成15年10月７日臨時株主総会決議） 

 （注）１．当社は、平成16年１月９日付で株式１株につき５株の株式分割を行っております。これにより、新株予約権

の数、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。 

２．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整し、調整に

より生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率 

３．当社が発行価額を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式に

より調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

４．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の行使により株式を発行又は移転する場合の行使価額は

次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

５．当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の行使により株式を発行する場合の行使

価額は次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り上げるものとします。 

６．上記のほか、細目については臨時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 2 2 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 10 10 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年10月７日 

至 平成25年10月６日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

100,000 

50,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 

被付与者がその地位を失った

場合は在籍期間に応じた個数

で権利行使可能 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡及び質入れ等の禁

止 
同左 

代用払込みに関する事項   －  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   －  －  

調整後付与株式数＝
調整前付与株式数×調整前行使価額

調整後行使価額 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額×
１ 

分割又は併合の比率 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(第５回新株予約権）（平成16年６月11日定時株主総会決議） 

 （注）１．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整し、調整に

より生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率 

２．当社が発行価額を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式に

より調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

３．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の行使により株式を発行又は移転する場合の行使価格は

次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

４．当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の行使により株式を発行する場合の行使

価格は次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り上げるものとします。 

５．上記のほか、細目については定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 738 723 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 738 723 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 800,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年６月12日 

至 平成26年６月11日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

800,000 

400,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 

被付与者がその地位を失った

場合は在籍期間に応じた個数

で権利行使可能 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡及び質入れ等の禁

止 
同左 

代用払込みに関する事項 － －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －  

調整後付与株式数＝
調整前付与株式数×調整前行使価額

調整後行使価額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割又は併合の比率 

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



（第６回新株予約権）（平成平成16年６月11日定時株主総会決議） 

 （注）１．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整し、調整に

より生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率 

２．当社が発行価額を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式に

より調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

３．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の行使により株式を発行又は移転する場合の行使価額は

次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

４．当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の行使により株式を発行する場合の行使

価額は次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り上げるものとします。 

５．上記のほか、細目については定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 150 150 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 150 150 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 800,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年６月12日 

至 平成26年６月11日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

800,001 

400,001 
同左 

新株予約権の行使の条件 

被付与者がその地位を失った

場合は在籍期間に応じた個数

で権利行使可能 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡及び質入れ等の禁

止 
同左 

代用払込みに関する事項   －  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   －  － 

調整後付与株式数＝
調整前付与株式数×調整前行使価額

調整後行使価額 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額×
１ 

分割又は併合の比率 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(第７回新株予約権）（平成17年６月29日定時株主総会決議） 

  

  （注）１．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整し、調整

により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

 調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率 

 ２．当社が発行価額を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式

により調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

 ３．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の行使により株式を発行又は移転する場合の行使価格

は次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 ４．当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の行使により株式を発行する場合の行

使価格は次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り上げるものとします。 

 ５．上記のほか、細目については定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結す

る「新株予約権割当契約」に定めております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 767 742 

  

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 
－ － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 767 742 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 523,800 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年６月30日 

至 平成27年６月29日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

523,800 

261,900 
同左 

新株予約権の行使の条件 

被付与者がその地位を失った

場合は在籍期間に応じた個数

で権利行使可能 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡及び質入れ等の禁

止 
同左 

代用払込みに関する事項 －  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  －  

調整後付与株式数＝
調整前付与株式数×調整前行使価額

調整後行使価額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割又は併合の比率 

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



（第８回新株予約権）（平成17年６月29日定時株主総会決議） 

 （注）１．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整し、調整に

より生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率 

２．当社が発行価額を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式に

より調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

３．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の行使により株式を発行又は移転する場合の行使価額は

次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

４．当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の行使により株式を発行する場合の行使

価額は次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り上げるものとします。 

５．上記のほか、細目については定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 166 166 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 166 166 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 523,800 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年７月８日 

至 平成27年７月７日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

523,801 

261,901 
同左 

新株予約権の行使の条件 

被付与者がその地位を失った

場合は在籍期間に応じた個数

で権利行使可能 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡及び質入れ等の禁

止 
同左 

代用払込みに関する事項   －  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   －  －  

調整後付与株式数＝
調整前付与株式数×調整前行使価額

調整後行使価額 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額×
１ 

分割又は併合の比率 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



③ 会社法第236条、238条及び239条の規定に基づく新株予約権 

(第９回新株予約権）（平成18年６月23日定時株主総会決議） 

  

  （注）１．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整し、調整

により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

 調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率 

 ２．当社が発行価額を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式

により調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

 ３．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の行使により株式を発行又は移転する場合の行使価格

は次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 ４．当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の行使により株式を発行する場合の行

使価格は次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り上げるものとします。 

 ５．上記のほか、細目については定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結す

る「新株予約権割当契約」に定めております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 395 395 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 395 395 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 245,600 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成21年６月24日 

至 平成28年６月23日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

245,600 

122,800 
同左 

新株予約権の行使の条件 

被付与者がその地位を失った

場合は在籍期間に応じた個数

で権利行使可能 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡及び質入れ等の禁

止 
同左 

代用払込みに関する事項 －  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  －  

調整後付与株式数＝
調整前付与株式数×調整前行使価額

調整後行使価額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割又は併合の比率 

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



（第10回新株予約権）（平成18年６月23日定時株主総会決議） 

 （注）１．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整し、調整に

より生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率 

２．当社が発行価額を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式に

より調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

３．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の行使により株式を発行又は移転する場合の行使価額は

次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

４．当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の行使により株式を発行する場合の行使

価額は次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り上げるものとします。 

５．上記のほか、細目については定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,141 1,135 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,141 1,135 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 245,600 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成21年７月19日 

至 平成28年７月18日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

245,601 

122,801 
同左 

新株予約権の行使の条件 

被付与者がその地位を失った

場合は在籍期間に応じた個数

で権利行使可能 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡及び質入れ等の禁

止 
同左 

代用払込みに関する事項  －   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  －  

調整後付与株式数＝
調整前付与株式数×調整前行使価額

調整後行使価額 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額×
１ 

分割又は併合の比率 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



（第12回新株予約権）（平成19年２月５日臨時株主総会決議） 

 （注）１．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整し、調整に

より生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率 

２．当社が発行価額を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式に

より調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

３．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の行使により株式を発行又は移転する場合の行使価額は

次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

４．当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の行使により株式を発行する場合の行使

価額は次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り上げるものとします。 

５．上記のほか、細目については定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 59 59 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 59 59 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 199,400 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成22年２月６日 

至 平成29年２月５日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

199,401 

99,701 
同左 

新株予約権の行使の条件 

被付与者がその地位を失った

場合は在籍期間に応じた個数

で権利行使可能 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡及び質入れ等の禁

止 
同左 

代用払込みに関する事項  －   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  －  

調整後付与株式数＝
調整前付与株式数×調整前行使価額

調整後行使価額 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額×
１ 

分割又は併合の比率 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



（第13回新株予約権）（平成19年６月22日定時株主総会決議） 

 （注）１．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整し、調整に

より生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率 

２．当社が発行価額を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式に

より調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

３．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の行使により株式を発行又は移転する場合の行使価額は

次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

４．当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の行使により株式を発行する場合の行使

価額は次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り上げるものとします。 

５．上記のほか、細目については定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 922 910 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 922 910 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 214,800 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成22年７月18日 

至 平成29年７月17日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

214,800 

107,400 
同左 

新株予約権の行使の条件 

被付与者がその地位を失った

場合は在籍期間に応じた個数

で権利行使可能 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡及び質入れ等の禁

止 
同左 

代用払込みに関する事項  －   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  －  

調整後付与株式数＝
調整前付与株式数×調整前行使価額

調整後行使価額 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額×
１ 

分割又は併合の比率 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



（第14回新株予約権）（平成19年６月22日定時株主総会決議） 

 （注）１．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整し、調整に

より生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率 

２．当社が発行価額を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式に

より調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとします。 

３．当社が株式の分割又は併合を行う場合、新株予約権の行使により株式を発行又は移転する場合の行使価額は

次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

４．当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合、新株予約権の行使により株式を発行する場合の行使

価額は次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り上げるものとします。 

５．上記のほか、細目については定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 2,080 2,080 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,080 2,080 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 214,800 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成22年７月18日 

至 平成29年７月17日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

214,801 

107,401 
同左 

新株予約権の行使の条件 

被付与者がその地位を失った

場合は在籍期間に応じた個数

で権利行使可能 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡及び質入れ等の禁

止 
同左 

代用払込みに関する事項  －   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  －  

調整後付与株式数＝
調整前付与株式数×調整前行使価額

調整後行使価額 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額×
１ 

分割又は併合の比率 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）新株予約権等の権利行使による新株の発行による増加であります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数
（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月1日～  

平成19年９月30日(注) 
370 117,728 24,000 16,957,555 13,750 18,907,045 



(5）【大株主の状況】 

 (注）１．上記の所有株のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

ノムラインターナショナルピーエルシークライアントアカウントソーセイ     18,358株 

エイチエスビーシーバンクピーエルシークライアンツユーケータツクストリーテイ 6,883株 

オーエム04エスエスビークライアントオムニバス                6,840株 

ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー               4,500株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口））                    4,068株 

エイチエスビーシーファンドサービシイズクライアンツアカウント500       3,287株 

ノムラインターナショナルピーエルシーロンドン                              2,825株 

メロンバンクエービーエヌアムログローバルカストディエヌブイ         2,790株 

  

２．野村證券株式会社及びその共同保有者から、平成19年５月９日付の変更報告書の写しの送付があり、同日現

在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末

時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  

３．スリーアイ・グループ・ピーエルシー及びその共同保有者から、平成19年４月18日付の大量保有報告書の写

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ノムラ インターナショナル ピ

ーエルシー クライアント アカ

ウント ソーセイ 

東京都中央区日本橋１丁目９－１（常

代）野村證券株式会社 
18,358 15.59 

エイチエスビーシーバンクピーエ

ルシークライアンツユーケータツ

クストリーテイ 

東京都中央区日本橋３丁目11－１（常

代）香港上海銀行東京支店 
6,883 5.84 

オーエム04エスエスビークライア

ントオムニバス 

東京都千代田区丸の内１丁目３番２号

（常代）株式会社三井住友銀行証券ファ

イナンス営業部 

6,840 5.81 

ステートストリートバンクアンド

トラストカンパニー  

東京都中央区日本橋兜町６番７号(常代）

みずほコーポレート銀行兜町証券決済業

務室  

4,500 3.82 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）  
東京都港区浜松町２丁目11-３ 4,068 3.45 

田村 眞一 長野県松本市 3,645 3.09 

エイチエスビーシーファンドサー

ビシイズクライアンツアカウント

500 

東京都中央区日本橋３丁目11－１（常

代）香港上海銀行東京支店 
3,287 2.79 

クレディットスイスホンコンリミ

テッド  

東京都品川区東品川２丁目３番14号（常

代）シティバンク銀行株式会社 
3,142 2.66 

ノムラインターナショナルピーエ

ルシーロンドン  

東京都中央区日本橋１丁目９－１ （常

代）野村證券株式会社 
2,825 2.39 

メロンバンクエービーエヌアムロ

グローバルカストディエヌブイ 

東京都中央区日本橋３丁目11－１（常

代）香港上海銀行東京支店 
2,790 2.36 

計 － 56,338 47.85 

氏名又は名称  住所  
保有株券等の数  

（株） 
株券等保有割合

（％） 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 460 0.39 

NOMURA INTERNATIONAL PLC 
Nomura House 1, St.Martin' s-le 

Grand London EC1A 4NP, England 
2,868 2.43 

NomuraPhase4 Ventures LP 
Nomura House 1, St.Martin' s-le 

Grand London EC1A 4NP, England 
3,009 2.55 



しの送付があり、同日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社とし

て当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めてお

りません。 

  なお、スリーアイ・グループ・ピーエルシーの大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

 大量保有者   スリーアイ・グループ・ピーエルシー 

 住所      連合王国 ロンドン市 パレス・ストリート16番 

保有株券等の数 株式 3,777株 

株券等保有割合 3.20％ 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）1. 権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

    ２. 完全議決権株式（その他）の欄には証券保管振替機構名義の株式が19株（議決権の数19個）含まれておりま

す。 

②【自己株式等】 

  平成19年９月30日現在

区分 
株式数（株） 

  
議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 
－ 

  
－ － 

議決権制限株式（自己株式等） 
－ 

  
－ － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他）  普通株式 117,728 117,728 （注） 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数   117,728 － － 

総株主の議決権 － 117,728 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ －  － －  －  －  

計 －  －  － －  －  



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 205,000 206,000 221,000 235,000 225,000 213,000 

低（円） 181,000 141,000 180,000 204,000 182,000 180,000 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表

について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金     6,840,097     6,675,553     8,955,202   

２．売掛金     122,868     52,010     86,524   

３．有価証券     1,000,769     －     －   

４．その他     613,617     667,654     492,611   

流動資産合計     8,577,353 37.4   7,395,217 36.5   9,534,338 41.1 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※   40,158     181,115     143,399   

２．無形固定資産                     

(1) のれん   14,235,418     12,632,724     13,435,594    

(2）その他   10,620 14,246,038   7,753 12,640,477   9,174 13,444,769  

３．投資その他の資
産 

    71,019     35,800     71,258   

固定資産合計     14,357,216 62.6   12,857,393 63.5   13,659,426 58.9 

資産合計     22,934,570 100.0   20,252,611 100.0   23,193,765 100.0 

                     

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債     886,753 3.9   1,171,598 5.8   1,097,627 4.7 

負債合計     886,753 3.9   1,171,598 5.8   1,097,627 4.7 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     15,242,874 66.5   16,957,555 83.7   16,933,555 73.0 

２．資本剰余金     17,237,094 75.1   18,907,045 93.4   18,893,295 81.5 

３．利益剰余金     △11,046,096 △48.2   △17,712,883 △87.5   △14,544,405 △62.7 

株主資本合計     21,433,871 93.4   18,151,716 89.6   21,282,444 91.8 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．為替換算調整勘
定     596,169 2.6   817,231 4.0   759,966 3.3 

評価・換算差額等
合計     596,169 2.6   817,231 4.0   759,966 3.3 

Ⅲ 新株予約権     17,776 0.1   112,065 0.6   53,727 0.2 

純資産合計     22,047,817 96.1   19,081,013 94.2   22,096,138 95.3 

負債純資産合計     22,934,570 100.0   20,252,611 100.0   23,193,765 100.0 

              



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     574,727 100.0   70,341 100.0   739,777 100.0

Ⅱ 売上原価     342,921 59.7   65,592 93.3   490,511 66.3

売上総利益     231,805 40.3   4,748 6.7   249,266 33.7

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

※１   3,195,054 555.9   3,338,096 4,745.5   6,900,200 932.7

営業損失     2,963,248 △515.6   3,333,347 △4,738.8   6,650,933 △899.0

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   97,375     64,456     189,905    

２．その他   358 97,733 17.0 1,131 65,588 93.2 602 190,508 25.7

Ⅴ 営業外費用                    

１．株式交付費   －     4,199     4,512    

２．持分法による 
投資損失 

  11,503     －     11,503    

３．為替差損   40,355     35,547     74,096    

４．その他   139 51,998 9.1 － 39,747 56.5 － 90,112 12.2

経常損失     2,917,514 △507.7   3,307,506 △4,702.1   6,550,538 △885.5

Ⅵ 特別利益                    

１．固定資産売却益 ※２ －     127     －    

２. 過年度事業税還
付額 

  － － － － 127 0.2 31,181 31,181 4.2

Ⅶ 特別損失                    

１．関係会社出資金
売却損 

  －     1,573     －    

２．投資有価証券評
価損 

  －     17,499     －    

３．固定資産売却除
却損 

※３ － － － － 19,072 27.1 4,080 4,080 0.5

税金等調整前中
間（当期）純損
失 

    2,917,514 △507.7   3,326,451 △4,729.0   6,523,436 △881.8

法人税、住民税
及び事業税 

※４   △176,311 △30.7   △157,974 △224.6   △283,924 △38.4

中間（当期）純
損失 

    2,741,202 △477.0   3,168,477 △4,504.4   6,239,512 △843.4



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 

株主資本 
評価・換算差
額等 

新株予約権 純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
為替換算調整
勘定 

平成18年３月31日残高（千円） 15,226,074 17,237,094 △8,244,579 24,218,588 257,400 0 24,475,989 

中間連結会計期間中の変動額              

新株の発行 16,800     16,800     16,800 

中間純損失     △2,741,202 △2,741,202     △2,741,202 

持分法適用除外による減少額     △60,313 △60,313     △60,313 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

        338,768 17,775 356,544 

中間連結会計期間中の変動額合

計（千円） 
16,800 － △2,801,516 △2,784,716 338,768 17,775 △2,428,172 

平成18年９月30日残高（千円） 15,242,874 17,237,094 △11,046,096 21,433,871 596,169 17,776 22,047,817 

 

株主資本 
評価・換算差
額等 

新株予約権 純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
為替換算調整
勘定 

平成19年３月31日残高（千円） 16,933,555 18,893,295 △14,544,405 21,282,444 759,966 53,727 22,096,138 

中間連結会計期間中の変動額              

新株の発行 24,000 13,750   37,750     37,750 

中間純損失     △3,168,477 △3,168,477     △3,168,477 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

        57,264 58,337 115,602 

中間連結会計期間中の変動額合

計（千円） 
24,000 13,750 △3,168,477 △3,130,727 57,264 58,337 △3,015,124 

平成19年９月30日残高（千円） 16,957,555 18,907,045 △17,712,883 18,151,716 817,231 112,065 19,081,013 

 

株主資本 
評価・換算差
額等 

新株予約権 純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
為替換算調整
勘定 

平成18年３月31日残高（千円） 15,226,074 17,237,094 △8,244,579 24,218,588 257,400 0 24,475,989 

連結会計年度中の変動額              

新株の発行 1,707,481 1,656,201   3,363,682     3,363,682 

当期純損失     △6,239,512 △6,239,512     △6,239,512 

持分法適用除外による減少額     △60,313 △60,313     △60,313 

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額） 
        502,565 53,727 556,292 

連結会計年度中の変動額合計

（千円） 
1,707,481 1,656,201 △6,299,826 △2,936,144 502,565 53,727 △2,379,851 

平成19年３月31日残高（千円） 16,933,555 18,893,295 △14,544,405 21,282,444 759,966 53,727 22,096,138 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

 前連結会計年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        

税金等調整前中間（当期）純損失   △2,917,514 △3,326,451 △6,523,436 

減価償却費   11,456 20,135 24,537 

のれん償却額   802,723 803,762 1,606,083 

株式報酬費用   － 58,337 53,725 

株式交付費   － 4,199 4,512 

持分法による投資損失   11,503 － 11,503 

関係会社出資金売却損   － 1,573 － 

投資有価証券評価損    － 17,499 － 

売上債権の減少額   75,478 35,353 114,423 

未収入金の増減額   △23,660 38,451 272,857 

仕入債務の増減額   △21,249 △7,983 34,480 

未払金の増減額   84,330 23,761 △60,051 

未払費用の増減額   △24,099 58,112 241,140 

未払法人税等の増減額   1,458 3,938 △40,929 

その他   △16,800 △119,074 △125,927 

小計   △2,016,373 △2,388,384 △4,387,080 

利息の受取額   97,375 64,456 189,905 

法人税等の還付額   － － 20,343 

法人税等の支払額   △2,594 △1,975 △4,667 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △1,921,592 △2,325,903 △4,181,499 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        

投資有価証券の取得による支出   △1,341 － － 

出資金の売却による収入   － 12,606 － 

有形固定資産の取得による支出   － △56,056 △114,895 

無形固定資産の取得による支出   △1,745 － △1,745 

その他   △2,345 3,944 △2,177 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △5,432 △39,505 △118,818 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー        

株式の発行による収入   16,660 33,550 3,359,169 

その他   － － 1 

財務活動によるキャッシュ・フロー   16,660 33,550 3,359,171 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   293,130 52,209 438,247 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △1,617,233 △2,279,649 △502,898 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   9,458,100 8,955,202 9,458,100 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

※ 7,840,867 6,675,553 8,955,202 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する

事項 

連結子会社の数 ６社 

主要な連結子会社の名称 

Sosei R&D社 

Sosei Inc. 

Sosei R&D社は、平成18年

６月１日にArakis Limitedよ

り名称を変更しております。

Sosei Inc. は、平成18年

４月28日にKosei, Inc. より

名称を変更しております。 

連結子会社の数 ６社 

主要な連結子会社の名称 

株式会社そーせい 

Sosei R&D Ltd. 

Sosei Inc. 

 なお、非連結子会社はあり

ません。 

連結子会社の数 ６社 

主要な連結子会社の名称 

株式会社そーせい 

Sosei R&D Ltd. 

Sosei Inc. 

 株式会社そーせいは、平成

18年10月１日に当社を分割会

社とし、分社型新設分割によ

り設立されたことから、当連

結会計年度において連結子会

社として連結の範囲に含めて

おります。 

 Sosei R&D Ltd.は、平成18

年６月１日にArakis Limited

より名称を変更しておりま

す。 

 Sosei Inc.は、平成18年４

月28日にKosei, Inc.より名

称を変更しております。 

 Sosei R&D Ltd.の連結子会

社４社のうち１社を清算した

ため、当連結会計年度より連

結の範囲から除外しておりま

す。 

２．持分法の適用に関す

る事項 

(1)持分法適用の関連会社数 

－社 

 従来まで関連会社であった

ステムセルサイエンス株式会

社は、持分比率が低下し、ま

た平成18年６月23日をもって

役員の兼務が解消されたこと

により、当社の影響力がなく

なったことから、中間連結決

算日において関連会社ではな

くなっておりますが、関連会

社であった期間の損失は中間

連結損益計算書に含めており

ます。 

(1)持分法適用の関連会社数 

－社 

(1)持分法適用の関連会社数

－社 

 従来まで関連会社であった

ステムセルサイエンス株式会

社は持分比率が低下し平成18

年６月23日をもって役員の兼

務が解消したことにより、当

社の影響力がなくなったこと

から、当連結会計年度におい

て関連会社ではなくなってお

りますが、関連会社であった

期間の損失は当連結会計年度

の連結損益計算書に含めてお

ります。 

   (2)持分法を適用していない

関連会社 

 EPLUS Co.,Ltd.は、中間純

損益(持分に見合う額)及び利

益剰余金(持分に見合う額)等

からみて、持分法の対象から

除いても中間連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であること

から、持分法の適用範囲から

除外しております。 

(2)持分法を適用していない

関連会社 

  該当事項はありません。 

 なお、EPLUS Co., Ltd. は

平成19年６月22日に当社が保

有する全持分を売却したた

め、当中間連結決算日におい

て関連会社ではなくなってお

ります。 

(2)持分法を適用していない

関連会社 

  EPLUS Co.,Ltd.は、当期純

損益(持分に見合う額)及び利

益剰余金(持分に見合う額)等

からみて、持分法の対象から

除いても連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であることか

ら、持分法の適用範囲から除

外しております。  

３．連結子会社の中間決

算日（決算日）等に

関する事項 

 連結子会社の中間期の末日

は中間連結決算日と一致して

おります。 

同左  連結子会社の事業年度の末

日は連結決算日と一致してお

ります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関す

る事項 

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

  時価のないもの 

 移動平均法による

原価法を採用してお

ります。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会

社は定率法を、また、在

外連結子会社は当該国の

会計基準の規定に基づく

定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。

建物    ４～15年

工具器具備品 

３～10年 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

 定額法を採用しており

ます。 

 なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準

 貸倒引当金は、売上債権

等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上

しております。 

(3）重要な引当金の計上基準

同左 

(3）重要な引当金の計上基準

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4）重要な外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への換算

基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理

しております。 

 なお、在外連結子会社等

の資産及び負債は、中間連

結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替

換算調整勘定に含めて計上

しております。 

(4）重要な外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への換算

基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理

しております。 

 なお、在外連結子会社等

の資産及び負債は、中間連

結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替

換算調整勘定に含めて計上

しております。 

(4）重要な外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への換算

基準 

 外貨建金銭債権債務は、

連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

 なお、在外連結子会社等

の資産及び負債は、連結決

算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円

貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算

調整勘定に含めて計上して

おります。 

   在外連結子会社の財務諸

表項目のうち収益及び費用

については、従来、中間連

結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算しておりま

したが、平成17年８月30日

に新たに連結子会社を取得

したことに伴い前第３四半

期より在外連結子会社の収

益及び費用の重要性が増加

してきたため、前第３四半

期連結会計年度より期中平

均為替相場により換算する

方法に変更いたしました。

したがって、前中間連結会

計期間は従来の方法によっ

ておりますが、前中間連結

会計期間において当中間連

結会計年度と同じ方法を採

用した場合においても影響

は軽微であります。 

    

  

  

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (5）その他中間連結財務諸表

作成のための基本となる

重要な事項 

① 消費税等の会計処理方

法 

 消費税等の会計処理は

税抜方式によっておりま

す。 

(5）その他中間連結財務諸表

作成のための基本となる

重要な事項 

① 消費税等の会計処理方

法 

  消費税等の会計処理は

税抜方式によっておりま

す。 

 なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等は相殺の

うえ、「流動資産」の

「その他」に含めて表示

しております。 

(5）その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項 

① 消費税等の会計処理方

法 

 消費税等の会計処理は

税抜方式によっておりま

す。 

  ② 繰延資産の処理方法 

 株式交付費は、支出時

に全額費用として処理し

ております。 

② 繰延資産の処理方法 

同左 

② 繰延資産の処理方法 

同左 

５．中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

（連結キャッシュ・

フロー計算書）にお

ける資金の範囲 

 資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間連結会計期間より「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は22,030,041千円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

 ―――――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当連結会計年度より「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は22,042,410千円であります。 

 なお、当連結会計年度の連結貸借対

照表の純資産の部については、連結財

務諸表規則の改正に伴い、改正後の連

結財務諸表規則に基づき作成しており

ます。 

（ストック・オプション等に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より、「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準第８号 平成17年12月

27日）及び「ストック・オプション等

に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第11号 平成18年５

月31日）を適用しております。 

 なお、これにより営業損失、経常損

失及び税金等調整前中間純損失がそれ

ぞれ17,774千円増加しております。 

 ―――――― （ストック・オプション等に関する会

計基準） 

 当連結会計年度より「ストック・オ

プション等に関する会計基準」（企業

会計基準第８号 平成17年12月27日）

及び「ストック・オプション等に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第11号 平成18年５月31

日）を適用しております。  

  なお、これにより営業損失、経常損

失及び税金等調整前当期純損失がそれ

ぞれ53,725千円増加しております。 

  ―――――― 

  

（有形固定資産の減価償却方法の変

更）  

 当社及び国内連結子会社は当中間連

結会計期間より、平成19年度の法人税

法の改正に伴い、平成19年４月１日以

降に取得した有形固定資産については

改正法人税法に規定する償却方法によ

り減価償却費を計上しております。こ

れによる損益に与える影響はありませ

ん。 

  ―――――― 

  

  



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

  前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」として

掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「のれ

ん」として表示しております。 

 ―――――― 

（中間連結損益計算書） 

１．前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期

間から、「のれん償却額」と表示しております。 

 ２．「為替差損」は、前中間連結会計期間には、営業外

費用の「その他」に含めて表示しておりましたが、当

中間連結会計期間において営業外費用の100分の10を

超えたため、区分掲記しました。 

なお、前中間連結会計期間の「為替差損」の金額

は、2,024千円であります。 

（中間連結損益計算書） 

  「株式交付費」は、前中間連結会計期間には、営業外

費用の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中

間連結会計期間において営業外費用の100分の10を超えた

ため、区分掲記しました。 

  なお、前中間連結会計期間の「株式交付費」の金額

は、139千円であります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

  前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」

として掲記されていたものは、当中間連結会計期間から

「のれん償却額」と表示しております。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

１.「株式報酬費用」は、前中間連結会計期間には、営

業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含め

て表示しておりましたが、金額的重要性が増したた

め、区分掲記しました。 

なお、前中間連結会計期間の「株式報酬費用」の

金額は、17,775千円であります。 

２.「株式交付費」は、前中間連結会計期間には、営業

活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて

表示しておりましたが、金額的重要性が増したため、

区分掲記しました。 

なお、前中間連結会計期間の「株式交付費」の金

額は、139千円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は 

133,491千円であります。 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は

114,800千円であります。 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は

95,908千円であります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１. 販売費及び一般管理費のうち主

要な費用及び金額は次のとおりで

あります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主

要な費用及び金額は次のとおりで

あります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主

要な費用及び金額は次のとおりで

あります。 

研究開発費 1,489,912千円

のれん償却額 802,723 

研究開発費 1,844,944千円

のれん償却額 803,762 

研究開発費 3,568,144千円

のれん償却額 1,606,083 

 なお、研究開発費の総額は上記

金額であり、そのうち主要な費用

及び金額は次のとおりでありま

す。 

 なお、研究開発費の総額は上記

金額であり、そのうち主要な費用

及び金額は次のとおりでありま

す。 

 なお、研究開発費の総額は上記

金額であり、そのうち主要な費用

及び金額は次のとおりでありま

す。 

人件費 330,466千円

委託費用 1,119,654 

人件費 343,580千円

委託費用 1,409,401 

人件費 603,541千円

委託費用 2,900,400 

※２．   ―――――― ※２．固定資産売却益 

工具器具備品 127千円

    

※２．   ―――――― 

※３．   ―――――― ※３．   ―――――― ※３．固定資産売却除却損 

        建物 1,211千円

工具器具備品 2,868 

※４. 主に英国子会社におけるタック

スクレジットの発生によるもので

あります。 

※４.           同左 ※４.           同左 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加325株は、新株予約権等の権利行使による新株の発行による増加であります。 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 (注)１．第６回新株予約権の減少は、新株予約権の消滅によるものであります。 

   ２．上記の新株予約権の行使期間は、当中間連結会計期間末現在において到来しておりません。 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 
前連結会計年度末株式

数（株） 

当中間連結会計期間増

加株式数（株） 

当中間連結会計期間減

少株式数（株） 

当中間連結会計期間末

株式数（株） 

 発行済株式        

 普通株式（注） 98,300 325 － 98,625 

     合計 98,300 325 － 98,625 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（１株）  
当中間連結
会計期間末
残高 
（千円） 

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社

（親会社） 

第２回新株予約権 普通株式 250 － － 250 0 

第３回新株予約権 普通株式 80 － － 80 0 

第６回新株予約権 普通株式 315 － 40 275 0 

第８回新株予約権 普通株式 240 － － 240 0 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－ － － － － 17,775 

連結子会社 － － － － － － － 

合計 － － － － － 17,776 



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加370株は、新株予約権等の権利行使による新株の発行による増加であります。 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

(注)１．会社法施行日前に付与されたストックオプションであります。 

 ２．権利行使期間の初日が到来しておりません。 

 ３．新株予約権の行使ないしは権利消滅による減少であります。 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 
前連結会計年度末株式

数（株） 

当中間連結会計期間増

加株式数（株） 

当中間連結会計期間減

少株式数（株） 

当中間連結会計期間末

株式数（株） 

 発行済株式        

 普通株式（注） 117,358 370 － 117,728 

     合計 117,358 370 － 117,728 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間連結
会計期間末
残高 
（千円） 

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社

（親会社） 

第２回新株予約権 

       （注）１,３ 
普通株式 250 － 15 235 0 

第３回新株予約権 

       （注）１,３ 
普通株式 75 － 5 70 0 

第６回新株予約権 

       （注）１,３ 
普通株式 215 － 65 150 0 

第８回新株予約権 

      （注）１,２,３ 
普通株式 206 － 40 166 0 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－ － － － － 112,063 

連結子会社 － － － － － － － 

合計 －  － － － － 112,065 



前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 (注)普通株式の発行済株式総数の増加19,058株は、新株予約権等の権利行使による新株の発行による増加であります。 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

(注)１．会社法施行日前に付与されたストックオプションであります。 

 ２．権利行使期間の初日が到来しておりません。 

 ３．新株予約権の行使ないしは権利消滅による減少であります。 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 98,300 19,058 － 117,358 

合計 98,300 19,058 － 117,358 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高
（千円） 前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 

第２回新株予約権（注）１ 普通株式 250 － － 250 0 

第３回新株予約権 

               （注）１,３ 
普通株式 80 － 5 75 0 

第６回新株予約権 

            （注）１,２,３ 
普通株式 315 － 100 215 0 

第８回新株予約権 

      （注）１,２,３ 
普通株式 240 － 34 206 0 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－ － － － － 53,727 

連結子会社 － － － － － － － 

合計 － － － － － 53,727 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１日

至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係は次のと

おりであります。 

（平成18年９月30日現在）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係は次のと

おりであります。 

（平成19年９月30日現在）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係は次のとおりであ

ります。 

（平成19年３月31日現在）

現金及び預金

勘定 
6,840,097千円

有価証券勘定 1,000,769 

現金及び現金

同等物 
7,840,867 

現金及び預金

勘定 
6,675,553千円

現金及び現金

同等物 
6,675,553 

現金及び預金

勘定 
8,955,202千円

現金及び現金

同等物 
8,955,202 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

          １．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１日

至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 17,500 

フリーファイナンシャルファンド 1,000,769 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 0 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 17,500 



（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費  17,774千円 

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  

  第９回新株予約権 第10回新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 従業員10名 

執行役２名、従業員２名、

子会社取締役１名及び子会

社従業員26名 

株式の種類別のストック・ 

オプションの数(注) 
普通株式   500株 普通株式  1,341株 

付与日 平成18年７月18日 平成18年７月18日 

権利確定条件 

行使期間開始日以降は、

付与株式数の４分の３まで

行使可能。行使期間開始日

から１年目経過以後は、付

与株式数総数を行使可能。 

 被付与者がその地位を失

った場合は原則として権利

行使不能。 

行使期間開始日以降は、

付与株式数の４分の３まで

行使可能。行使期間開始日

から１年目経過以後は、付

与株式数総数を行使可能。 

 被付与者がその地位を失

った場合は原則として権利

行使不能。 

対象勤務期間 
対象勤務期間の定めはあり

ません。 

対象勤務期間の定めはあり

ません。 

権利行使期間 
自平成21年６月24日  

至平成28年６月23日  

自平成21年７月19日  

至平成28年７月18日 

権利行使価格（円） 245,600 245,600 

付与日における公正な評価

単価（円） 
135,166 135,166 



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費   58,337千円 

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  

  第13回新株予約権  第14回新株予約権  

付与対象者の区分及び人数 

取締役３名、執行役２名、従

業員９名、子会社取締役２

名、子会社監査役１名、子会

社従業員12名  

取締役４名、執行役３名、子

会社従業員36名 

ストック・オプションの付

与数 
普通株式 922株 普通株式 2,080株 

付与日 平成19年７月17日  平成19年７月17日  

権利確定条件 

 行使期間開始日以降は、付

与株式数の４分の３まで行使

可能。行使期間開始日から１

年目経過以後は、付与株式数

総数を行使可能。 

 被付与者がその地位を失っ

た場合は原則として権利行使

不能。 

 行使期間開始日以降は、付

与株式数の４分の３まで行使

可能。行使期間開始日から１

年目経過以後は、付与株式数

総数を行使可能。 

 被付与者がその地位を失っ

た場合は原則として権利行使

不能。 

対象勤務期間 
対象勤務期間の定めはありま

せん。 

対象勤務期間の定めはありま

せん。 

権利行使期間 
自 平成22年７月18日 

至 平成29年７月17日 

自 平成22年７月18日 

至 平成29年７月17日 

権利行使価格（円） 214,800 214,800 

付与日における公正な評価

単価（円） 
128,696 128,696 



前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

 販売費及び一般管理費  53,725千円 

  

２．当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

  平成13年３月29日新株引受権 平成13年５月14日新株引受権 平成14年３月28日新株引受権 

付与対象者の区分及び人数 
取締役３名、従業員５名及

び認定支援者６名 

従業員１名及び認定支援者

１名 

取締役２名、従業員８名及び

認定支援者１名 

株式の種類別のストック・ 

オプションの数(注) 
普通株式   2,690株  普通株式   350株 普通株式   1,360株 

付与日 平成13年３月29日 平成13年５月14日 平成14年３月28日 

権利確定条件 

 付与株式数の4分の３は平

成17年１月29日から行使可

能とし、行使期間開始日か

ら１年目経過以後は、付与

株式数総数を行使可能とす

る。 

 被付与者がその地位を失

った場合は原則として権利

行使不能。  

  付与株式数の4分の３は平

成17年１月29日から行使可

能とし、行使期間開始日か

ら１年目経過以後は、付与

株式数総数を行使可能とす

る。 

 被付与者がその地位を失

った場合は原則として権利

行使不能。  

 付与株式数の4分の３は平

成17年１月29日から行使可能

とし、行使期間開始日から１

年目経過以後は、付与株式数

総数を行使可能とする。 

 被付与者がその地位を失っ

た場合は原則として権利行使

不能。  

  

対象勤務期間 
対象勤務期間の定めはあり

ません。 

対象勤務期間の定めはあり

ません。 

対象勤務期間の定めはありま

せん。 

権利行使期間 
自平成16年３月29日 

至平成23年３月20日 

 自平成16年５月14日 

 至平成23年３月20日 

 自平成17年３月28日 

 至平成24年３月27日 

権利行使価格（円） 50,000 50,000 160,000 

 付与日における公正な評価

単価（円） 
―――――― ―――――― ―――――― 

  第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 取締役２名及び従業員11名 従業員２名 取締役２名及び従業員１名 

株式の種類別のストック・ 

オプションの数(注) 
普通株式   1,320株 普通株式   500株 普通株式   80株 

付与日 平成15年10月７日 平成15年12月16日 平成15年12月16日 

権利確定条件 

行使期間開始日以降は、

付与株式数の４分の３まで

行使可能。行使期間開始日

から１年目経過以後は、付

与株式数総数を行使可能。 

 被付与者がその地位を失

った場合は在籍期間に応じ

た個数で権利行使可能。 

行使期間開始日以降は、

付与株式数の４分の３まで

行使可能。行使期間開始日

から１年目経過以後は、付

与株式数総数を行使可能。 

 被付与者がその地位を失

った場合は在籍期間に応じ

た個数で権利行使可能。 

行使期間開始日以降は、

付与株式数の４分の３まで

行使可能。行使期間開始日

から１年目経過以後は、付

与株式数総数を行使可能。 

 被付与者がその地位を失

った場合は在籍期間に応じ

た個数で権利行使可能。 

対象勤務期間 
対象勤務期間の定めはあり

ません。  

対象勤務期間の定めはあり

ません。 

対象勤務期間の定めはあり

ません。 

権利行使期間 
自平成18年10月７日 

至平成25年10月６日 

自平成18年12月17日 

至平成25年12月16日 

 自平成18年12月17日 

 至平成25年12月16日 

権利行使価格（円） 100,000 100,000 100,000 

 付与日における公正な評価

単価（円） 
―――――― ―――――― ―――――― 



  第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 従業員２名 

取締役３名、従業員19名、

監査役４名及びコンサルタ

ント２名 

取締役３名、従業員６名及

びコンサルタント１名 

株式の種類別のストック・ 

オプションの数(注) 
普通株式   20株 普通株式   1,220株 普通株式   325株 

付与日 平成15年12月16日 平成16年６月11日 平成16年６月11日 

権利確定条件 

 行使期間開始日以降は、

付与株式数の４分の３まで

行使可能。行使期間開始日

から１年目経過以後は、付

与株式数総数を行使可能。 

 被付与者がその地位を失

った場合は原則として権利

行使不能。 

行使期間開始日以降は、

付与株式数の４分の３まで

行使可能。行使期間開始日

から１年目経過以後は、付

与株式数総数を行使可能。 

 被付与者がその地位を失

った場合は原則として権利

行使不能。 

行使期間開始日以降は、

付与株式数の４分の３まで

行使可能。行使期間開始日

から１年目経過以後は、付

与株式数総数を行使可能。 

 被付与者がその地位を失

った場合は原則として権利

行使不能。  

対象勤務期間 
対象勤務期間の定めはあり

ません。 

対象勤務期間の定めはあり

ません。 

対象勤務期間の定めはあり

ません。 

権利行使期間 
自平成18年10月７日  

至平成25年10月６日 

自平成19年６月12日 

至平成26年６月11日  

自平成19年６月12日  

至平成26年６月11日  

権利行使価格（円） 100,000 800,000 800,000 

 付与日における公正な評価

単価（円） 
―――――― ―――――― ―――――― 

  第７回新株予約権 第８回新株予約権 第９回新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 取締役３名及び従業員32名 取締役３名及び従業員６名 従業員10名 

株式の種類別のストック・ 

オプションの数(注) 
普通株式   1,260株 普通株式   240株 普通株式   500株 

付与日 平成17年７月７日 平成17年７月７日 平成18年７月18日 

権利確定条件 

行使期間開始日以降は、

付与株式数の４分の３まで

行使可能。行使期間開始日

から１年目経過以後は、付

与株式数総数を行使可能。 

 被付与者がその地位を失

った場合は原則として権利

行使不能。 

行使期間開始日以降は、

付与株式数の４分の３まで

行使可能。行使期間開始日

から１年目経過以後は、付

与株式数総数を行使可能。 

 被付与者がその地位を失

った場合は原則として権利

行使不能。  

行使期間開始日以降は、

付与株式数の４分の３まで

行使可能。行使期間開始日

から１年目経過以後は、付

与株式数総数を行使可能。 

 被付与者がその地位を失

った場合は原則として権利

行使不能。 

対象勤務期間 
対象勤務期間の定めはあり

ません。 

対象勤務期間の定めはあり

ません。 

対象勤務期間の定めはあり

ません。 

権利行使期間 
 自平成20年６月30日 

 至平成27年６月29日 

自平成20年７月８日 

至平成27年７月７日  

自平成21年６月24日  

至平成28年６月23日  

権利行使価格（円） 523,800 523,800 245,600 

 付与日における公正な評価

単価（円） 
―――――― ―――――― 135,166 



 (注）株式数に換算して記載しております。 

  第10回新株予約権 第12回新株予約権 

付与対象者の区分及び人数 

執行役２名、従業員２名、

子会社取締役１名及び子会

社従業員26名 

子会社従業員２名 

株式の種類別のストック・ 

オプションの数(注) 
普通株式  1,341株 普通株式   59株 

付与日 平成18年７月18日 平成19年２月５日 

権利確定条件 

行使期間開始日以降は、

付与株式数の４分の３まで

行使可能。行使期間開始日

から１年目経過以後は、付

与株式数総数を行使可能。 

 被付与者がその地位を失

った場合は原則として権利

行使不能。 

行使期間開始日以降は、

付与株式数の４分の３まで

行使可能。行使期間開始日

から１年目経過以後は、付

与株式数総数を行使可能。 

 被付与者がその地位を失

った場合は原則として権利

行使不能。 

対象勤務期間 
対象勤務期間の定めはあり

ません。 

対象勤務期間の定めはあり

ません。 

権利行使期間 
自平成21年７月19日  

至平成28年７月18日 

 自平成22年２月６日 

 至平成29年２月５日 

権利行使価格（円） 245,600 199,400 

 付与日における公正な評価

単価（円） 
135,166 122,990 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 医薬事業の売上高及び営業損失の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業損失に占める割合がいずれ

も90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 医薬事業の売上高及び営業損失の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業損失に占める割合がいずれ

も90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 医薬事業の売上高及び営業損失の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業損失に占める割合がいずれ

も90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）欧州……英国 

(2）北米……米国 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

 
日本 

（千円） 
欧州 

（千円） 
北米 

（千円） 
計 

（千円） 

消去又は全
社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 46,345 528,381 － 574,727 － 574,727 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － 39,345 39,345 △39,345 － 

計 46,345 528,381 39,345 614,072 △39,345 574,727 

営業費用 894,447 2,647,925 35,307 3,577,680 △39,704 3,537,975 

営業利益（又は営業損失(△）） △848,102 △2,119,543 4,038 △2,963,607 358 △2,963,248 



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）欧州……英国 

(2）北米……米国 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）欧州……英国 

(2）北米……米国 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

 
日本 

（千円） 
欧州 

（千円） 
北米 

（千円） 
計 

（千円） 

消去又は全
社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 49,766 20,574 － 70,341 － 70,341 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 33,142 14,475 47,618 △47,618 － 

計 49,766 53,717 14,475 117,959 △47,618 70,341 

営業費用 737,761 2,700,668 13,325 3,451,755 △48,066 3,403,689 

営業利益（又は営業損失(△）） △687,994 △2,646,951 1,150 △3,333,795 447 △3,333,347 

 
日本 

（千円） 
欧州 

（千円） 
北米 

（千円） 
計 

（千円） 

消去又は全
社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 102,541 637,235 － 739,777 － 739,777 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － 61,969 61,969 △61,969 － 

計 102,541 637,235 61,969 801,746 △61,969 739,777 

営業費用 1,712,462 5,685,635 54,756 7,452,854 △62,142 7,390,711 

営業利益（又は営業損失(△）） △1,609,921 △5,048,399 7,212 △6,651,107 173 △6,650,933 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）欧州……英国、スイス 

          (2) その他……オーストラリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）欧州……スイス 

          (2) オセアニア……オーストラリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）欧州……英国、独国、仏国、スイス、ハンガリー、スウェーデン 

(2）オセアニア……オーストラリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  欧州 北米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 528,381 － 44,772 573,154 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 574,727 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
91.9 － 7.8 99.7 

  欧州 オセアニア 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 20,574 48,240 68,815 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － 70,341 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
29.2 68.6 97.8 

  欧州 オセアニア 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 637,235 99,342 736,578 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － 739,777 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
86.1 13.4 99.6 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 223,371.77円

１株当たり中間純損失 27,830.11円

１株当たり純資産額 161,125.20円

１株当たり中間純損失 26,947.21円

１株当たり純資産額 187,821.97円

１株当たり当期純損失 61,914.32円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、中間純損失を計

上しているため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、中間純損失を計

上しているため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、当期純損失を計

上しているため記載しておりません。

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

中間（当期）純損失（千円） 2,741,202 3,168,477 6,239,512 

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純

損失（千円） 
2,741,202 3,168,477 6,239,512 

普通株式の期中平均株式数

（株） 
98,497 117,581 100,776 

 希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

新株引受権３種類（新株引

受権の目的となる株式の数

2,726株） 

新株予約権10種類（新株予

約権の目的となる株式の数

5,562株） 

新株引受権２種類（新株引

受権の目的となる株式の数

2,003株） 

新株予約権13種類（新株予

約権の目的となる株式の数

6,878株） 

新株引受権２種類（新株引

受権の目的となる株式の数

2,098株） 

新株予約権11種類（新株予

約権の目的となる株式の数

4,616株） 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

──────  当社は、平成19年12月７日開催の取

締役会において、第三者割当による第

15回乃至第24回新株予約権（以下「本

新株予約権」という。）の発行を決議

いたしました。  

１．割当予定先 

 野村證券株式会社 

２．発行する新株予約権の数 

  50個（１回号あたり５個） 

３．新株予約権の目的である株式の種

類 

  普通株式 

４．新株予約権の払込総額 

  12,000千円 

 （１個あたり240,000円） 

５．新株予約権の割当日及び払込期日

  共に平成19年12月25日 

６．新株予約権の行使可能期間 

  自 平成19年12月26日  

 至 平成22年12月24日 

７．新株予約権の行使価額 

  当初行使価額 276,000円 

 （発行決議日の株価終値の150％）

 下限行使価額  92,000円 

 （発行決議日の株価終値の50％） 

  なお、当社は割当日の翌取引日以

降、株価水準や研究開発の進捗状況

等を勘案し、回号ごとに行使価額の

修正開始を決定することができま

す。修正が開始された場合、行使価

額は修正開始時点の東京証券取引所

における当社普通株式の普通取引の

終値（以下株価）の平均値の90％に

修正され、以降毎週一度その時点の

株価の平均値の90％に修正されま

す。 

８．新株予約権の行使により調達する

資金の総額（10回号合計） 

  大5,000,000千円 

 上記７に記載の通り、行使価額が

変動する仕組みを取り入れているた

め、株価動向次第では当該金額を下

回る可能性があります。 

９．資金の使途 

(1) 当社グループの医薬候補品の研究

開発資金 

(2) 他社からの開発品導入資金 

 (3) 当社グループの事業運営に関わる

運転資金等 

────── 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── 10．新株予約権の目的となる株式の数

  株価の変動に応じて本新株予約権

の行使により当社が交付する普通株

式の数は、5,000,000千円を行使価

額で除して得られる 大整数となり

ます。 

 因みに、当初行使価額における

大発行数は18,115株となりますが、

当社は本新株予約権の行使により発

行される株式数の累計が30,600株

（発行決議日時点における発行済株

式数の26％）を超えるような行使を

行わないことを、割当予定先の野村

證券株式会社に義務づけておりま

す。 

 11．新株予約権の行使により株式を発

行する場合における増加する資本

金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により株式を

発行する場合の増加する資本金の額

は、会社計算規則第40条の定めると

ころに従って算出された資本金等増

加限度額に0.5を乗じた金額とし、

計算の結果１円未満の端数を生ずる

場合は、その端数を切り上げるもの

とします。また、増加する資本準備

金の額は、資本金等増加限度額より

増加する資本金の額を減じた額とし

ます。 

12．新株予約権のその他の特徴 

 (1) 当社が行使価額の修正開始を決定

した場合、割当予定先は、当社株価

動向及び市場環境等を勘案し、修正

開始の対象となった回号の新株予約

権のうち、どれだけの個数の新株予

約権を権利行使 終期日までに行使

するかを表明し、表明した新株予約

権は一定の条件(※)が満たされてい

る限り、権利行使 終期日までに必

ず行使が行われる仕組みとなってお

ります。この場合、修正開始の対象

となった新株予約権の個数のうち、

割当予定先が権利行使 終期日まで

に行使することを表明しない新株予

約権の個数は、行使価額の修正開始

後、行使ができなくなります。 

────── 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── ※一定の条件とは、当社にデフォルト

事由が発生しないこと、当社の判断

等により本新株予約権の取得を行わ

ないこと（下記(3)をご参照くださ

い）、及び行使価額の修正開始日以

後において５連続取引日の株価終値

が「リセット価額（下記(2)の①を

ご参照ください）」を下回らないこ

とを指します。 

 (2) 新株予約権は１個あたりの出資金

額が固定されており、行使価額が修

正されることに伴って新株予約権の

行使により交付される株式数が変動

する仕組みとなっております。従っ

て、株価が上昇して行使価額が上方

修正されれば希薄化の度合いが小さ

くなります。その反面、株価が下落

して行使価額が下方修正されれば希

薄化の度合いが大きくなります。な

お、本スキームにおいては、希薄化

の進展度合いに一定の歯止めをかけ

ることを目的として、以下の措置を

講じております。 

①行使価額の修正開始決定後、５連

続取引日の株価終値が「リセット価

額（※）」を下回った場合、その翌

取引日以降、行使価額は当初の行使

価額276,000円（発行決議日の株価

終値の150％）に自動的に戻ること

とします。 

※リセット価額とは、「行使価額

の修正開始日時点の株価の80％」

か「下限行使価額92,000円（＝発

行決議日の株価終値の50％）」の

いずれか高い方を指します。 

 ②下限行使価額を発行決議日の株価

終値の50％である92,000円に設定し

ます。 

 ③本新株予約権の行使により発行さ

れる株式数の累計が30,600株（発行

決議日時点における発行済株式数の

26％）を超えるような行使を行わな

いことを、割当予定先に義務づけて

おります。 

────── 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

──────    上記③の措置を講じることによ

り、本新株予約権が行使される行使

価額の水準次第では、調達可能金額

が5,000,000千円を下回る可能性があ

りますが、これは新株予約権の行使

により交付する株式数の累計が

30,600株を超えて、更に希薄化が進

展することを抑制することを優先す

る趣旨によるものです。 

(3) 当社の判断により、当社はいつで

も本新株予約権の全部又は一部を取

得することができます。 

──────  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金   2,821,992     3,596,804     3,809,775     

２．売掛金   46,184     －     －     

３．有価証券   1,000,769     －     －     

４．その他 ※２ 78,205     39,361     204,642     

流動資産合計     3,947,152 15.3   3,636,166 12.9   4,014,418 14.1 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※１ 27,245     16,782     18,770     

２．無形固定資産   10,620     5,992     7,069     

３．投資その他の資
産 

                    

(1）関係会社株式   21,731,246     24,407,382     24,407,382    

(2）その他   70,248     34,984     70,423    

投資その他の資産
合計   21,801,495     24,442,366     24,477,805    

固定資産合計     21,839,361 84.7   24,465,141 87.1   24,503,646 85.9 

資産合計     25,786,513 100.0   28,101,307 100.0   28,518,064 100.0 

                     

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債     394,953 1.5   61,760 0.2   162,426 0.6 

負債合計     394,953 1.5   61,760 0.2   162,426 0.6 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     15,242,874 59.1   16,957,555 60.3   16,933,555 59.4 

２．資本剰余金                     

  (1) 資本準備金     17,237,094     18,907,045     18,893,295   

  資本剰余金合計     17,237,094 66.9   18,907,045 67.3   18,893,295 66.2 

３．利益剰余金                     

  (1) その他利益剰
余金                     

   繰越利益剰余金     △7,106,183     △7,937,118     △7,524,939   

  利益剰余金合計     △7,106,183 △27.6   △7,937,118 △28.2   △7,524,939 △26.4 

株主資本合計     25,373,784 98.4   27,927,481 99.4   28,301,910 99.2 

Ⅱ 新株予約権     17,776 0.1   112,065 0.4   53,727 0.2 

純資産合計     25,391,560 98.5   28,039,547 99.8   28,355,638 99.4 

負債純資産合計     25,786,513 100.0   28,101,307 100.0   28,518,064 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     46,345 100.0   － －   53,737 100.0

Ⅱ 売上原価     43,068 92.9   － －   43,068 80.1

売上総利益     3,276 7.1   － －   10,669 19.9

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

※１   1,005,009 2,168.5   － －   1,454,643 2,707.0

営業損失     1,001,733 △2,161.4   － －   1,443,974 △2,687.1

Ⅰ 営業収益     － －   7,983 100.0   － －

Ⅱ 営業費用     － －   397,291 4,976.6   － －

営業損失     － －   389,308 △4,876.6   － －

Ⅳ 営業外収益 ※２   8,099 17.5   5,197 65.1   9,460 17.6

Ⅴ 営業外費用 ※３   139 0.3   8,390 105.1   4,512 8.3

経常損失     993,773 △2,144.2   392,501 △4,916.6   1,439,025 △2,677.8

Ⅵ 特別利益                    

１．過年度事業税還
付額   － － － － － － 31,181 31,181 58.0

Ⅶ 特別損失                    

１．関係会社出資金
売却損   －     1,573     －    

２．投資有価証券評
価損   －     17,499     －    

３．固定資産売却除
却損 

※４ － － － － 19,072 238.9 4,080 4,080 7.6

税引前中間（当
期）純損失 

    993,773 △2,144.2   411,573 △5,155.5   1,411,924 △2,627.4

法人税、住民税
及び事業税 

  605     605     1,210    

法人税等還付額   △20,343 △19,738 △42.6 － 605 7.6 △20,343 △19,133 △35.6

中間（当期） 
純損失 

    974,035 △2,101.6   412,178 △5,163.1   1,392,791 △2,591.8



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 

株主資本 

新株予約権 純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高（千円） 15,226,074 17,237,094 △6,132,148 26,331,019 0 26,331,020 

中間会計期間中の変動額            

新株の発行 16,800     16,800   16,800 

中間純損失     △974,035 △974,035   △974,035 

株主資本以外の項目の当中間

会計期間中の変動額（純額） 
        17,775 17,775 

中間会計期間中の変動額合計

（千円） 
16,800 － △974,035 △957,235 17,775 △939,459 

平成18年９月30日残高（千円） 15,242,874 17,237,094 △7,106,183 25,373,784 17,776 25,391,560 

 

株主資本 

新株予約権 純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 

平成19年３月31日残高（千円） 16,933,555 18,893,295 △7,524,939 28,301,910 53,727 28,355,638 

中間会計期間中の変動額            

新株の発行 24,000 13,750   37,750   37,750 

中間純損失     △412,178 △412,178   △412,178 

株主資本以外の項目の当中間

会計期間中の変動額（純額） 
        58,337 58,337 

中間会計期間中の変動額合計

（千円） 
24,000 13,750 △412,178 △374,428 58,337 △316,090 

平成19年９月30日残高（千円） 16,957,555 18,907,045 △7,937,118 27,927,481 112,065 28,039,547 

 

株主資本 

新株予約権 純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高（千円） 15,226,074 17,237,094 △6,132,148 26,331,019 0 26,331,020 

事業年度中の変動額            

新株の発行 1,707,481 1,656,201   3,363,682   3,363,682 

当期純損失     △1,392,791 △1,392,791   △1,392,791 

株主資本以外の項目の当事業

年度中の変動額（純額） 
        53,727 53,727 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
1,707,481 1,656,201 △1,392,791 1,970,890 53,727 2,024,618 

平成19年３月31日残高（千円） 16,933,555 18,893,295 △7,524,939 28,301,910 53,727 28,355,638 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び

評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

 移動平均法による原

価法を採用しておりま

す。 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

   その他有価証券  その他有価証券 その他有価証券 

  時価のないもの 

 移動平均法による

原価法を採用してお

ります。 

 時価のないもの 

 同左  

時価のないもの 

 同左  

２．固定資産の減価償却

の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。 

建物     10～15年

工具器具備品 ４～10年

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用

しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準  貸倒引当金は、売上債権等

の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

同左 同左 

４．外貨建の資産及び負

債の本邦通貨への換

算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期

末日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

５．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成の

ための基本となる重

要な事項 

(1）消費税等の会計処理方法

 消費税等の会計処理は税

抜方式によっております。

  

(2）繰延資産の処理方法 

 株式交付費は、支出時に

全額費用として処理してお

ります。 

(1）消費税等の会計処理方法

  消費税等の会計処理は税

抜方式によっております。

  

(2）繰延資産の処理方法 

同左  

(1）消費税等の会計処理方法

  消費税等の会計処理は税

抜方式によっております。

  

(2）繰延資産の処理方法 

同左  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間会計期間より「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。従来の資本の部の合計に相当する

金額は25,373,784千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

 ―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当事業年度より「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しております。

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は28,301,910千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度貸借対照表の純資産の

部については、改正後の財務諸表等規

則に準じて作成しております。 

（ストック・オプション等に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「ストック・

オプション等に関する会計基準」（企

業会計基準第８号 平成17年12月27

日）及び「ストック・オプション等に

関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第11号 平成18年５月

31日）を適用しております。 

 なお、これにより営業損失、経常損

失及び税引前中間純損失がそれぞれ

17,774千円増加しております。 

 ―――――― （ストック・オプション等に関する会

計基準） 

 当事業年度より「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準」（企業会計

基準第８号 平成17年12月27日）及び

「ストック・オプション等に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第11号 平成18年５月31日）を

適用しております。 

 なお、これにより営業損失、経常損

失及び税引前当期純損失がそれぞれ

53,725千円増加しております。 

  ―――――― （有形固定資産の減価償却方法の変

更） 

 当中間会計期間より、平成19年度の

法人税法の改正に伴い、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資産につ

いては改正法人税法に規定する償却方

法により減価償却費を計上しておりま

す。これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  ―――――― 



表示方法の変更  

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

――――――  （中間損益計算書） 

 当社は、平成18年10月１日付で新設分割の手法により医

薬品の開発、販売事業については、新設の㈱そーせいに承

継させるとともに、自らはそーせいグループ㈱として持株

会社に移行いたしました。これにより、売上高に関して

は、前事業年度まではこれらの事業にかかる売上が中心で

ありましたが、当中間会計期間からは、関係会社からの業

務受託に係る収益のみとなる見込みであります。このた

め、業務受託収入等を「営業収益」と表示し、また従来の

販売費及び一般管理費を「営業費用」として表示すること

といたしました。 

前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は32,965千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は29,664千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

は27,886千円であります。 

※２．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性が

乏しいため、流動資産の「その

他」に含めて表示しております。 

※２．消費税等の取扱い 

同左 

※２．   ―――――― 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち研

究開発費の総額は333,454千円で

あり、そのうち主要な費用及び金

額は次のとおりであります。 

※１．―――――― ※１．販売費及び一般管理費のうち研

究開発費の総額は426,648千円で

あり、そのうち主要な費用及び金

額は次のとおりであります。 

人件費 132,949千円

委託費用 160,713 

  人件費 132,949千円

委託費用 253,857 

※２．営業外収益のうち主要なもの ※２．営業外収益のうち主要なもの ※２．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 1,774千円

為替差益 5,966 

受取利息    4,175千円

         

受取利息 3,587千円

為替差益 5,271 

※３．営業外費用のうち主要なもの ※３．営業外費用のうち主要なもの ※３．営業外費用のうち主要なもの 

株式交付費    139千円

     

株式交付費   4,199千円

為替差損 4,190 

株式交付費  4,512千円

※４． ―――――― ※４． ―――――― ※４．固定資産売却除却損 

    建物 1,211千円

工具器具備品 2,868 

５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 

有形固定資産 3,828千円

無形固定資産    1,465 

有形固定資産 1,930千円

無形固定資産 1,077 

有形固定資産 7,531千円

無形固定資産 2,568 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   該当事項はありません。 

前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   該当事項はありません。 

（リース取引関係） 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成

19年９月30日）及び前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日）、当中間会計期間末（平成19年９月30日）及び前事業年度末（平成18年

３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は、平成18年５月15日開催の取

締役会決議に基づき、平成18年10月１

日付で持株会社体制に移行いたしまし

た。 

１．事業分離の概要 

(1）分離先企業の名称 

株式会社そーせい 

(2）分離した事業の内容 

医薬品の開発及び販売にかかる

事業 

(3）事業分離を行った主な理由 

 当社は、持株会社のもとで各エ

リアの子会社が独自性と自立性を

もって、迅速な経営判断を行い、

一層の競争力の強化に取り組むこ

と、また、持株会社が、各子会社

の事業環境に応じて機動的に経営

資源の配分を行うこと等により、

今後ともグローバルな変化に対応

できる効率的な経営体制の強化を

図ることを目的としております。 

(4）事業分離日 

平成18年10月１日 

(5）事業分離の概要 

 当社を分割会社とし、新設す

る株式会社そーせい（分割会社

はそーせいグループ株式会社へ

変更）に事業を承継させる分社

型新設分割です。 

２．実施した会計処理の概要 

(1）移転損益の認識 

 当該事業分離は移転損益を認

識しておりません。 

(2）受取対価の種類 

分離先企業の株式 

(3）移転した事業に係る資産及び負

債の金額（平成18年10日１日現

在） 

３．当中間会計期間に計上されている

分離した事業に係る損益の概算額 

流動資産 2,872百万円

固定資産 2 

流動負債 199 

売上高 46百万円

営業損失 376 

経常損失 376 

 当社は、平成19年12月７日開催の取

締役会において、第三者割当による第

15回乃至第24回新株予約権（以下「本

新株予約権」という。）の発行を決議

いたしました。  

１．割当予定先 

 野村證券株式会社 

２．発行する新株予約権の数 

  50個（１回号あたり５個） 

３．新株予約権の目的である株式の種

類 

  普通株式 

４．新株予約権の払込総額 

  12,000千円 

 （１個あたり240,000円） 

５．新株予約権の割当日及び払込期日

  共に平成19年12月25日 

６．新株予約権の行使可能期間 

  自 平成19年12月26日  

 至 平成22年12月24日 

７．新株予約権の行使価額 

  当初行使価額 276,000円 

 （発行決議日の株価終値の150％）

 下限行使価額  92,000円 

 （発行決議日の株価終値の50％） 

  なお、当社は割当日の翌取引日以

降、株価水準や研究開発の進捗状況

等を勘案し、回号ごとに行使価額の

修正開始を決定することができま

す。修正が開始された場合、行使価

額は修正開始時点の東京証券取引所

における当社普通株式の普通取引の

終値（以下株価）の平均値の90％に

修正され、以降毎週一度その時点の

株価の平均値の90％に修正されま

す。 

８．新株予約権の行使により調達する

資金の総額（10回号合計） 

  大5,000,000千円 

 上記７に記載の通り、行使価額が

変動する仕組みを取り入れているた

め、株価動向次第では当該金額を下

回る可能性があります。 

９．資金の使途 

(1) 当社グループの医薬候補品の研究

開発資金 

(2) 他社からの開発品導入資金 

 (3) 当社グループの事業運営に関わる

運転資金等 

────── 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 ────── 10．新株予約権の目的となる株式の数

  株価の変動に応じて本新株予約権

の行使により当社が交付する普通株

式の数は、5,000,000千円を行使価

額で除して得られる 大整数となり

ます。 

 因みに、当初行使価額における

大発行数は18,115株となりますが、

当社は本新株予約権の行使により発

行される株式数の累計が30,600株

（発行決議日時点における発行済株

式数の26％）を超えるような行使を

行わないことを、割当予定先の野村

證券株式会社に義務づけておりま

す。 

 11．新株予約権の行使により株式を発

行する場合における増加する資本

金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により株式を

発行する場合の増加する資本金の額

は、会社計算規則第40条の定めると

ころに従って算出された資本金等増

加限度額に0.5を乗じた金額とし、

計算の結果１円未満の端数を生ずる

場合は、その端数を切り上げるもの

とします。また、増加する資本準備

金の額は、資本金等増加限度額より

増加する資本金の額を減じた額とし

ます。 

12．新株予約権のその他の特徴 

 (1) 当社が行使価額の修正開始を決定

した場合、割当予定先は、当社株価

動向及び市場環境等を勘案し、修正

開始の対象となった回号の新株予約

権のうち、どれだけの個数の新株予

約権を権利行使 終期日までに行使

するかを表明し、表明した新株予約

権は一定の条件(※)が満たされてい

る限り、権利行使 終期日までに必

ず行使が行われる仕組みとなってお

ります。この場合、修正開始の対象

となった新株予約権の個数のうち、

割当予定先が権利行使 終期日まで

に行使することを表明しない新株予

約権の個数は、行使価額の修正開始

後、行使ができなくなります。 

 ────── 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 ────── ※一定の条件とは、当社にデフォルト

事由が発生しないこと、当社の判断

等により本新株予約権の取得を行わ

ないこと（下記(3)をご参照くださ

い）、及び行使価額の修正開始日以

後において５連続取引日の株価終値

が「リセット価額（下記(2)の①を

ご参照ください）」を下回らないこ

とを指します。 

 (2) 新株予約権は１個あたりの出資金

額が固定されており、行使価額が修

正されることに伴って新株予約権の

行使により交付される株式数が変動

する仕組みとなっております。従っ

て、株価が上昇して行使価額が上方

修正されれば希薄化の度合いが小さ

くなります。その反面、株価が下落

して行使価額が下方修正されれば希

薄化の度合いが大きくなります。な

お、本スキームにおいては、希薄化

の進展度合いに一定の歯止めをかけ

ることを目的として、以下の措置を

講じております。 

①行使価額の修正開始決定後、５連

続取引日の株価終値が「リセット価

額（※）」を下回った場合、その翌

取引日以降、行使価額は当初の行使

価額276,000円（発行決議日の株価

終値の150％）に自動的に戻ること

とします。 

※リセット価額とは、「行使価額

の修正開始日時点の株価の80％」

か「下限行使価額92,000円（＝発

行決議日の株価終値の50％）」の

いずれか高い方を指します。 

 ②下限行使価額を発行決議日の株価

終値の50％である92,000円に設定し

ます。 

 ③本新株予約権の行使により発行さ

れる株式数の累計が30,600株（発行

決議日時点における発行済株式数の

26％）を超えるような行使を行わな

いことを、割当予定先に義務づけて

おります。 

 ────── 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 ──────   上記③の措置を講じることによ

り、本新株予約権が行使される行使

価額の水準次第では、調達可能金額

が5,000,000千円を下回る可能性があ

りますが、これは新株予約権の行使

により交付する株式数の累計が

30,600株を超えて、更に希薄化が進

展することを抑制することを優先す

る趣旨によるものです。 

(3) 当社の判断により、当社はいつで

も本新株予約権の全部又は一部を取

得することができます。 

 ────── 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）半期報告書の訂正報告書 

平成19年６月26日関東財務局長に提出 

 (第16期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年６月26日関東財務局長に提出 

 (第16期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

(3）半期報告書の訂正報告書 

平成19年６月26日関東財務局長に提出 

 (第17期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。 

(4）有価証券報告書及びその添付書類 

平成19年６月27日関東財務局長に提出 

事業年度（第17期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

(5）臨時報告書 

平成19年７月25日関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に基

づく臨時報告書であります。 

(6）有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年11月９日関東財務局長に提出 

 (第17期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

 (7) 有価証券届出書(新株予約権第三者割当増資）及びその添付書類 

平成19年12月７日関東財務局長に提出 

 (8) 有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年12月19日関東財務局長に提出 

 (第17期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

 (9) 有価証券届出書の訂正届出書 

平成19年12月19日関東財務局長に提出 

平成19年12月７日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成18年12月14日 

そーせいグループ株式会社  

  取締役会 御中      

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 原田 誠司  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川島 繁雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているそーせ

いグループ株式会社（旧社名：株式会社そーせい）の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間

連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、そーせいグループ株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成１９年１２月１９日 

そーせいグループ株式会社  

  取締役会 御中      

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川上  豊   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川島 繁雄  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているそーせいグループ株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。

この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、そーせいグループ株式会社及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成１９年１２月７日開催の取締役会において、第１５回乃至第

２４回新株予約権の発行を決議した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成18年12月14日 

そーせいグループ株式会社  

  取締役会 御中      

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 原田 誠司  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川島 繁雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているそーせ

いグループ株式会社（旧社名：株式会社そーせい）の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第17期事業年度の中

間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、そーせいグループ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成18年５月15日開催の取締役会決議に基づき、平成18年10月１日

付で持株会社体制に移行した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成１９年１２月１９日 

そーせいグループ株式会社  

  取締役会 御中      

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川上  豊   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川島 繁雄  印 

  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているそーせいグループ株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第１８期事業年度の中間会計期

間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、そーせいグループ株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１

９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成１９年１２月７日開催の取締役会において、第１５回乃至第２

４回新株予約権の発行を決議した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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